平成２５年４月２６日
水ビジネス
樋口　修
Ⅰ．淡水不足
１．利用可能な淡水
・人類が利用できる淡水は、地球上の水の約０.０１％
　２．世界の水資源量　　　　　
　　　・一人当たり水資源量　　世界：７,９７９㎥/人・年　　　日本：３,３７８㎥/人・年
　　　・人間が必要な一人当たりの水量：　２０００年時点で約４,０００㎥/年人
３．水不足の状況
（１）淡水の不足
　　　　・地球上の２０億人近い人々が、水不足の地域に居住している。
　　　　・２０２５年までに、世界人口の２／３が水不足に苦しむと推測される。
（２）表層水の汚染
・人類は驚くべきスピードで加速度的に表層水を汚染してきた。　　　　
　（３）地下水の枯渇
　　　　・世界では、２０億人が地下水を頼りに暮らしている。　　　　　
Ⅱ．水道事業の民営化
１．世界の水道の民営化の経緯
・水道サービスの民営化は、英国のサッチャー首相が１９８０年代に最初に取り入れ、
次に米国のレーガン大統領が取り入れた。　　　
　　　・フランスは例外（150年以上も前から上下水道の公共事業を民間企業に委託してきた。）
・１９９０年代初めに、世界銀行や国際投資基金（ＩＭＦ）等の水の開発にかかわる国際
機関、さらに国連までもが水道事業の民営化を奨励するようになった。
２．水道民営化モデル
　３．世界の水道事業の民営化の現状
・１９９０年では、民間企業から水道サービスを受けている人口は５千万人。
・２００７年では、世界人口の一割に相当する６億人までに急増。
４．水道民営化の問題点
　　　・水道料金の高騰、水質低下、労働者の解雇、契約不履行　等が発生。
　　　・営利企業である限り、節水と水源保全という重要なことが実践出来ない。
　　　・世界銀行等の援助機関の水道部門への資金拠出の削減。
５．水メジャー
　　　・現在、世界の民営化上下水道市場の約８割を「ヴェオリア社(仏)、スエズ社(仏）、
テムズ社(英)」が、にぎっている。
Ⅲ．急成長する水ビジネス
１．急激な市場拡大と参入企業
（１）水ビジネスの市場
　　  　・世界の水ビジネス市場は、２００５年の段階で約６０兆円。
２０２５年には、１１１兆円になると予測されている。　　
（２）ＩＢＭの水分野への進出
　　　　・ＩＢＭは、２００９年ＩＴを駆使した水資源の監視・管理の技術を水供給業者に提供
する新しいベンチャー事業に進出すると発表。　　　
２．最大の市場中国
（１）中国の市場規模
　　    ・中国は、水不足が深刻。政府部門に限っても、給水施設の新たな増設に２千億元、
汚水処理関係施設に４千億元の投資が予定されている。　
３．日本企業の動向
（１）問題点
　　「ノウハウがない」　「民営化に関する国際入札資格がない」　「ビジネス戦略不足」
　（２）水ビジネスで日本経済を活性化させる動き　　　　
　（３）日本の得意な部品・素材の市場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００５年　　　２０２５年
　　　　・水ビジネス市場　　　　　　　　　　　　　　　（６０兆円）　（１１０兆円）
　　　　　　運営・管理も含む水道事業　　　　　　　　　　５０兆円　　　１００兆円　
　　日本企業が得意とする分離膜等の部品・素材　　１千億円　　　　　１兆円　　　　　　　　　
（４）日本メーカーの課題　　　
Ⅳ．水ビジネスへの国家としての取り組み
（１）フランス　→　国策として取り組んだ　　　
　（２）シンガポール　→　国策として取り組んだ
　（３）韓国（グリーンニューディール政策）　→　産学官共同で水産業を育成
　（４）オーストラリア　→　海外企業に国内企業育成を義務付け　　　
Ⅴ．日本の上下水道
１．上下水道事業の現状
　　・日本の水道普及率は９７.５%、下水道普及率は７５％と高く、漏水率は世界で最も低い　
２．上下水道の抱える問題
（１）４０兆円もの負債を抱えている　　　
（２）更新時期がせまっている
　　　　・上下水道は、１９６０年代に本格整備され水道管も浄水場も更新の時期を迎えている。
　　　　・更新にかかる費用は　２０２５年までに上水道で４０兆円、下水道で８０兆円と予測。
（３）小規模な水道事業体がほとんど
・全国１８００の自治体のうち、給水人口５万人以下の自治体は約７割。
（４）専門的な知識を持った人材の減少　
３．民営化への動き
（１）国内の状況
　　・国は、民間企業の本格的活用(民間委託)を提唱するようになった。
（２）ヴェオリア社の日本への進出
　　　・ヴェオリア社は、２００２年に日本法人を設立した。
　　　　　・２００６年以降、埼玉県や広島市、千葉県で下水処理施設の包括委託維持管理業務
を受注
　（３）今後の日本の対応
　　 　・上下水道の現状をみると、今後民間の知恵と資金の活用が急務。
　　　  ・水処理関連企業の育成　
Ⅵ．新ビジネス・新商品による市場拡大
１．水開発業
　　　・水関連の新しいビジネスとして大量の水や水の権利の売買が始まっている。　　　
２．ボトルウォーター市場の拡大（年間１０００億ドル以上）
　（１）ボトルウォーター進出の経緯　　　　
（２）ボトルウォーターの市場
　　　　・１９７０年代の初頭には、世界全体でも年間約１０億リットルという規模だったボト
ルウォーターの販売量は、２００６年には、２０００億リットル規模となった。
　（３）ボトルウォーターの問題点
　　　　・天然の鉱水、湧水が過剰に取水され、地域の河川や地下水が脅かされる。
　　　　・製品の生産と輸送に多大なエネルギーが消費される。
　　　　・ボトルウォーターの製造者は、取水した水の対価をほとんど支払っていない。
Ⅶ．日本の水源の森
１．日本の水源の森への外資の進出
　（１）外資による水源の買収
　　・数年前から世界的な水不足に備え、海外の様々な資本が日本の森を買い占めている。
（２） グローバル化した土地取引
　　　　・発展途上国、貧困国が金を呼び込む手段として、農地や未開発地を外国へ売却したり、長期貸与している。先進国による農地収奪ではないかとの声も出ている。　　　　
２．日本の土地制度の不安要素
（１）日本の土地は誰でも買うことが出来る。(外国人でも買える)　　
（２）日本では土地は所有者の者で自由に売買できる。　　　　
（３）取引の基本となる位置や形、所有関係などを明らかにした地籍がまだ確定していない。
　（４）ルールの整備が必要　　　　　　　　
Ⅷ．地下水の保護
１．地下水の利用に関する規制
（１）地下水は、公のものか、私のものか
　　　　・地下水を公物の一領域として明確にしている国
　　　　　　イタリア、ドイツ、イスラエル、ルーマニア、トルコ、ポーランド、スペイン　等
　　　　・地下私水論に立つ国
　　　　　　フランス、イギリス、オーストラリア、ベルギー、スシス　等
　　　　・アメリカは、表層水は公共の財産。地下水の扱いは州によって異なる。
（２）日本における地下水の所有権
　　　　・日本では、地下水は原則として土地所有者に所有権がある。
（３）日本における地下水の利用を規制する法律
　　　　・地下水の利用の規制に関しては、現在は下記の法律があるのみ。
　　　　　　「工業用水法」　「ビル用水法」　「温泉法」　　　
　２．地下水保護のための法制化
　（１）地下水管理のルールの早期法制化
　　　　・日本の私水論の根拠は、１９０５年（明治３８年）の大審院の判決。
　　　　・地下水を管理するには、河川法と同様に地下水法を制定し、地下水が誰のものである
　　　　　か定め、管理、権利など明確にする必要がある。　　　
　（２）日本各地での地下水保全の法規制の動き
　　　　・国会では、議員立法として「地下水の規制に関する緊急措置法案」がある。（未成立）
　　　　・地下水の保全に向けて、日本の自治体でも様々な動きがある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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